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毎月人口異動調査の概要 
 

１ 調査の目的  
この調査は、統計法に基づく国勢調査の実施以後、次の国勢調査の実施までの間における、県及び

市町村の人口及び世帯数を推計し、人口の年齢別構成の把握等、各種行政施策の基礎資料を提供する
ことを目的としています。 

 
２ 調 査 事 項 

出生者の男女別、日本人・外国人別、出生年月 
死亡者の男女別、日本人・外国人別、出生年月、世帯増減 
転入者の男女別、日本人・外国人別、出生年月、世帯増減、従前地 
転出者の男女別、日本人・外国人別、出生年月、世帯増減、転出先 
職権記載者及び消除者の男女別、日本人・外国人別、出生年月、世帯増減 

 
３ 推計の方法  

国勢調査による人口及び世帯数を基礎にして、これにその後の住⺠基本台帳法（以下「住基法」と
いう）に基づく異動データを加減して推計しています。（※） 

なお、現在の基礎数値は、令和２年(2020 年)国勢調査によって得た数値です。 
（※）住基法の改正以前（平成 24 年(2012 年)７月８日以前）の外国人住⺠については、外国人登録

法に基づく異動データを加減して推計しています。 
 

利用にあたって 

 

１ 利用上の留意事項 
(1) 数値の端数処理 この報告書の構成比、指数、増減率等の数値は単位未満を四捨五入して得た

数値です。 
(2) 記 号 △はマイナスを示します。P は暫定値を示します。 
(3) この報告書に掲載されていない関連資料 
 ① 市町村別・月別異動状況一覧表                     県が保管 
 ② 市町村別・月別移動先別表    （移動先は都道府県別）          〃 
 ③ 市町村別・年齢別・月別移動者数 （年齢は５歳階級別）           〃 
 ④ 市町村別・年齢別死亡者数                         〃 
 ⑤ 市町村別・各歳別人口（令和５年(2023 年)４月１日現在及び同年 10 月１日現在）       〃 
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２ 用語の解説 
(1) 人 口 

本書に掲載する人口は、月の初日午前零時現在の常住人口（外国人を含む）です。 
推計方法は、直近の国勢調査結果数値を基準人口とし、これにその後の「毎月人口異動調査」

から得られる各月の住⺠基本台帳法上の異動数を加減して求めています。 
※ 推計人口の基となる国勢調査人口は「常住している人」の数ですが、住⺠基本台帳人口は

「住⺠基本台帳に登録されている人」の数であるため、「推計人口」と「住⺠基本台帳人
口」は一致しません。 

(2) 県計人口  
市町村単位の人口はすべての異動を加減して推計し、この数字を積み上げて、各市計郡計等を

算出していますが、県計人口は県内での転入・転出は除いて推計しているため市計と郡計を合算
しても県計とは一致しません。 

また、平成 17 年(2005 年)２月 13 日に山口村が岐阜県中津川市に編入合併していますが、それ
以前の県計人口には旧山口村分を含んでいます。 

(3) 自然増減  
出生数から死亡数を差し引いたもの。 
① 出  生：出生届により住⺠票の記載をした者 
② 死  亡：死亡届⼜は失踪宣告届により住⺠票を消除した者 

(4) 社会増減 
転入数から転出数を差し引き、その他の増減を加えたもの。 
① 転 入：転入届及び中⻑期在留者等になった場合の届出により住⺠票の記載をした者 
② 転 出：転出届により住⺠票を消除した者 
③ その他増減：職権記載数から職権消除数を差し引いたもの。 

ア 記  載：市町村の居住実態調査等により住⺠基本台帳から消除されたが、実際の居住
地において住⺠基本台帳に記載された者等。 

イ 消  除：市町村の居住実態調査等または入国管理局からの通知により、居住実態がな
いとして住⺠基本台帳から消除された者等。 

※ 平成 29 年(2017 年)年報から、社会増減数(率)については、その他の増減を加えて算出して
います(平成 28 年(2016 年)年報までは「転入数−転出数」で算出)。 

(5) 年  齢 
令和５年(2023 年)10 月１日 午前零時現在の年齢 
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(6) 年齢構造指数 

次の年齢構造指数を掲載しています。 
① 年少人口指数：15〜64 歳人口に対する 15 歳未満人口の比率 

           
 

② 老年人口指数：15〜64 歳人口に対する 65 歳以上人口の比率 

         
 

③ 従属人口指数：15〜64 歳人口に対する 15 歳未満人口と 65 歳以上人口の計の比率 
               
 

④ 老 年 化 指 数：15 歳未満人口に対する 65 歳以上人口の比率 

         
 
⑤ 75 歳以上人口指数：15〜74 歳未満人口に対する 75 歳以上人口の比率 

         
 

(7) 世  帯  
住居及び生計をともにする者の集まり、または１人で独立して住居若しくは生計を維持する

者。 
※ 国勢調査の世帯の定義の中には次のようなものがあり、住⺠基本台帳法の世帯の定義とは異

なっているので留意してください。 
① 学校の寮・寄宿舎で起居を共にし、通学している学生・生徒は、棟ごとにまとめて１つの世

帯としています。 
② 雇主と同居している単身住み込みの雇人は、雇主の世帯に含めています。 
③ 社会施設の入所者や、病院・療養所などに既に３か月以上入院している入院患者は、その施

設の棟ごとにまとめて１つの世帯としています。 
 

  

15歳未満人口
15〜64歳人口

年少人口指数 ＝ × 100

65歳以上人口
15〜64歳人口

＝ × 100老年人口指数

65歳以上人口
15歳未満人口

× 100老年化指数 ＝

75歳以上人口

15〜74歳人口
75歳以上人口指数 ＝ × 100

(15歳未満人口) ＋ 65歳以上人口) × 10015〜64歳人口従属人口指数 ＝
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調査結果の概要 
 

１ 人口と世帯の概況 
 

（令和６年１月１日現在） 
総人口  ２００万９９１人   ２２年連続の減少 
世帯数     ８４万９,９９６世帯 
一世帯当たり人員  ２.４人 

 
令和６年（2024 年)１月１日現在の本県の総人口は 200 万 991 人で、前年に比べ 1 万 5,476 人減少し

ています。世帯数は 84 万 9,996 世帯で、前年に比べ 6,363 世帯増加しています。また、一世帯当たりの
人口は 2.4 人となっています。 

日本人人口は 196 万 4,018 人で、前年に比べ 1 万 8,934 人減少しており、外国人人口は 3 万 6,973 人
で、前年に比べ 3,458 人増加しています。（表１） 

表１ ⼈⼝と世帯数の状況 

 
総人口の推移を各年 10 月１日現在でみると、第１次ベビーブーム（1947〜49 年）後、1960 年代末頃

まで減少傾向が続いたのち、第２次ベビーブーム（1971〜74 年）による自然増や、バブル崩壊（1991
年）後の社会増により増加に転じ、2001 年に過去最高の 222 万 208 人となりました。その後、2001 年
に社会減、2004 年に自然減となると総人口は再び減少に転じ、2022 年以降社会増となったものの、22
年連続（2002〜23 年）で減少しています。 
また、世帯数の推移をみると、単身世帯の増加等により、増加傾向が続いています。（図１） 
 

図１ 総⼈⼝と世帯の推移（昭和 30 年(1955 年)〜令和５年(2023 年)） 

世帯数 ⼈⼝密度
(世帯） 男 女 （⼈/k㎡）

令和6年1月1日 849,996 2,000,991 979,129 1,021,862 1,964,018 36,973 2.4 147.5
令和5年1月1日 843,633 2,016,467 985,725 1,030,742 1,982,952 33,515 2.4 148.7

増  減  6,363 △ 15,476 △ 6,596 △ 8,880 △ 18,934 3,458 0.0 △ 1.2

調 査 時 点
総⼈⼝
（⼈）

日本⼈⼈⼝
（⼈）

外国⼈⼈⼝
（⼈）

１世帯当たり
⼈⼝（⼈）

注）総人口と世帯数は各年10月１日現在で、1955年から2020年までの５年ごとは国勢調査結果、国勢調査実施年以外の年は毎月人口異動（報告）調査による。
  自然動態、社会動態は各年１月から12月までの合計値で、毎月人口異動（報告）調査による。
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年間人口増減数  △１万５,４７６人     人口増減率   △０.７７ ％ 
 

令和５年(2023 年)１月から 12 月までの１年間の人口増減数は 1 万 5,476 人の減少で、12 年連続で１
万人を超える減少となっています。また、令和５年１月１日現在の総人口に対する人口増減率は△0.77％
となっています。 

人口増減の内訳をみると、自然動態は 1 万 7,239 人の減少となり、平成 16 年(2004 年)以降減少が続
いていますが、社会動態は 1,763 人の増加となり、令和４年に続き２年連続の増加となっています。 

（表２、図２） 
表２ ⼈⼝増減の状況 

 
図２ 要因別⼈⼝増減数及び⼈⼝増減率の推移（平成元年(1989 年)〜令和５年(2023 年)） 

 

  

自然増減 出生 死亡 社会増減 転入 転出 その他
増減

f + e f (a -b) a b e (c -d + g) c d ｇ

令和５年 △ 15,476 △ 0.77 △ 17,239 11,339 28,578 1,763 42,030 39,742 △ 525

令和４年 △ 13,074 △ 0.64 △ 16,186 12,274 28,460 3,112 41,283 37,694 △ 477

令和５年と令和４年の差 △ 2,402 △ 0.12 △ 1,053 △ 935 118 △ 1,349 747 2,048 △ 48

注）各年１〜12月の年間増減

自然動態  (⼈）

年   次
⼈⼝増減数

（⼈）

社会動態  (⼈）
⼈⼝増減率

（令和５年及び
４年は％）
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人口減少  １９市２１町３０村    人口増加  ２町５村 
 

令和６年１月１日現在の市町村別人口をみると、⻑野市 36 万 3,986 人、松本市 23 万 8,369 人、上田
市 15 万 813 人で 10 万人以上の市が３市あり、上位 10 市で総人口の 64.0％を占めています。 

一方、人口が最も少ないのは、平谷村の 366 人で、続いて売木村 496 人、王滝村 657 人の順となって
います。 

令和５年１月から 12 月までの１年間の人口増減をみると、人口が増加したのは７町村（前年７町村）、
人口が減少したのは 70 市町村（前年 70 市町村）となっています。 

人口増加率が最も高いのは白馬村で 4.28％、自然減少率が最も低いのは南箕輪村で△0.07％、社会増
加率が最も高いのは白馬村で 4.92％となっています。（表３、図３） 
 

表３ ⼈⼝、⼈⼝増減率、自然増減率、社会増減率の上位・下位市町村 

 

 

 

 

 

 

 

  

1 ⻑ 野 市 363,986 18.19 白 馬 村 4.28 南 箕 輪 村 △ 0.07 白 馬 村 4.92
2 松 本 市 238,369 11.91 野 沢 温 泉 村 2.58 塩 尻 市 △ 0.59 野 沢 温 泉 村 4.38
3 上 田 市 150,813 7.54 御 代 田 町 2.06 箕 輪 町 △ 0.59 御 代 田 町 2.80
4 佐 久 市 97,159 4.86 南 箕 輪 村 0.63 松 本 市 △ 0.62 軽 井 沢 町 1.35
5 飯 田 市 94,659 4.73 軽 井 沢 町 0.47 宮 田 村 △ 0.64 小 谷 村 1.35
6 安 曇 野 市 93,179 4.66 原 村 0.38 白 馬 村 △ 0.64 原 村 1.16
7 塩 尻 市 66,088 3.30 小 谷 村 0.08 諏 訪 市 △ 0.66 小 布 施 町 0.84
8 伊 那 市 64,211 3.21 小 布 施 町 △ 0.01 須 坂 市 △ 0.68 富 士 見 町 0.81
9 千 曲 市 57,846 2.89 富 士 見 町 △ 0.12 ⻑ 野 市 △ 0.73 松 川 村 0.74

10 茅 野 市 55,290 2.76 山 形 村 △ 0.12 茅 野 市 △ 0.73 小 諸 市 0.71
～ ～ ～ ～ ～
68 栄 村 1,494 0.07 筑 北 村 △ 3.19 上 松 町 △ 2.07 生 坂 村 △ 0.99
69 泰 阜 村 1,431 0.07 阿 南 町 △ 3.26 木 島 平 村 △ 2.09 平 谷 村 △ 1.06
70 天 龍 村 1,051 0.05 栄 村 △ 3.30 小 川 村 △ 2.14 栄 村 △ 1.10
71 大 鹿 村 922 0.05 泰 阜 村 △ 3.38 栄 村 △ 2.20 飯 山 市 △ 1.14
72 南 相 木 村 893 0.04 王 滝 村 △ 3.52 麻 績 村 △ 2.34 南 木 曽 町 △ 1.25
73 根 羽 村 797 0.04 南 相 木 村 △ 3.77 筑 北 村 △ 2.41 泰 阜 村 △ 1.49
74 北 相 木 村 683 0.03 天 龍 村 △ 3.93 王 滝 村 △ 3.08 根 羽 村 △ 1.55
75 王 滝 村 657 0.03 大 鹿 村 △ 4.16 阿 南 町 △ 3.23 南 相 木 村 △ 2.05
76 売 木 村 496 0.02 売 木 村 △ 4.25 根 羽 村 △ 3.34 大 鹿 村 △ 2.39
77 平 谷 村 366 0.02 根 羽 村 △ 4.89 天 龍 村 △ 4.20 売 木 村 △ 2.51
- 県 計 2,000,991 - - △ 0.77 - △ 0.85 - 0.09

割合(%)
社 会 増 減 率自 然 増 減 率⼈ ⼝ 増 減 率

市 町 村 割合(%) 市 町 村 割合(%) 市 町 村
令和６年１月１日現在⼈⼝

順 位 県⼈⼝に占
める割合(%)

市 町 村 ⼈⼝
（⼈）

１年間の⼈⼝増減数
令和５年１月１日現在⼈⼝

１年間の自然増減数

令和５年１月１日現在⼈⼝

１年間の社会増減数

令和５年１月１日現在⼈⼝

社会増減には県内移動を含む注２）

注１） ⼈⼝増減率（％） ＝ × 100

自然増減率（％） ＝ × 100

社会増減率（％） ＝ × 100
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        図３ 市町村別人口の増減率（令和５年） 
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２ 年齢構成 
 

１５歳未満人口割合と６５歳以上人口割合の差がさらに広がる 
 

令和５年 10 月１日現在人口を年齢３区分別にみると、15 歳未満の人口は 22 万 6,617 人で前年に比
べ 5,976 人の減少、15〜64 歳の人口は 109 万 1,987 人で 7,920 人の減少に対し、65 歳以上の人口は 64
万 6,903 人で 1,700 人の減少、75 歳以上の人口は 36 万 9,558 人で 9,726 人の増加となっています。 

また、総人口に占める割合をみると、15 歳未満人口が 11.5％、15〜64 歳人口が 55.6％、65 歳以上人
口が 32.9％、75 歳以上人口が 18.8%で、前年に比べ 15 歳未満人口が低下する一方、15〜64 歳人口、
65 歳以上人口、75 歳以上人口がそれぞれ上昇しています。 

年齢３区分別人口割合の推移をみると、15 歳未満人口割合はほぼ一貫して低下を続け、令和５年は過
去最低となっています。15〜64 歳人口割合は、昭和 45 年まで上昇した後、昭和 50 年、55 年は低下、
昭和 60 年、平成２年は上昇となりましたが、その後は令和２年まで低下が続き、令和３年以降はほぼ
横ばいとなっています。 

一方、65 歳以上人口割合は一貫して上昇し、令和５年は過去最高となり、15 歳未満人口割合との差
はさらに広がっています。（表４） 
 

表４ 年齢３区分別⼈⼝の推移（昭和 25 年(1950 年)〜令和５年(2023 年)） 

 

 

 

 

  

年次 うち75歳以上 割合
⼈ ⼈ ％ ⼈ ％ ⼈ ％ ⼈ ％

 1950(昭和25年) 2,060,831 717,248 34.8 1,228,134 59.6 115,390 5.6 27,643 1.3
 1955(昭和30年) 2,021,292 655,386 32.4 1,234,427 61.1 131,461 6.5 36,633 1.8
 1960(昭和35年) 1,981,506 571,779 28.9 1,267,143 63.9 142,584 7.2 42,485 2.1
 1965(昭和40年) 1,958,007 484,702 24.8 1,315,337 67.2 157,968 8.1 48,699 2.5
 1970(昭和45年) 1,956,917 449,533 23.0 1,323,665 67.6 183,719 9.4 55,655 2.8
 1975(昭和50年) 2,017,564 464,427 23.0 1,337,660 66.3 215,328 10.7 68,901 3.4
 1980(昭和55年) 2,083,934 468,613 22.5 1,362,192 65.4 253,120 12.1 89,791 4.3
 1985(昭和60年) 2,136,927 446,549 20.9 1,398,750 65.5 291,617 13.6 114,188 5.3
 1990(平成 2年) 2,156,627 392,889 18.2 1,416,125 65.7 347,206 16.1 142,399 6.6
 1995(平成 7年) 2,193,984 355,267 16.2 1,421,782 64.8 416,608 19.0 169,879 7.7
 2000(平成12年) 2,215,168 334,306 15.1 1,404,575 63.4 475,127 21.4 212,085 9.6
 2005(平成17年) 2,196,114 316,368 14.4 1,356,317 61.8 521,984 23.8 266,499 12.1
 2010(平成22年) 2,152,449 295,742 13.8 1,281,683 59.7 569,301 26.5 304,363 14.2
 2015(平成27年) 2,098,804 269,752 13.0 1,186,865 57.0 626,085 30.1 327,307 15.7
 2020(令和 2年) 2,048,011 242,873 12.1 1,118,429 55.7 646,942 32.2 352,073 17.5
 2021(令和 3年) 2,033,357 237,551 11.9 1,106,709 55.5 649,330 32.6 350,744 17.6
 2022(令和 4年) 2,020,870 232,593 11.7 1,099,907 55.5 648,603 32.7 359,832 18.2
 2023(令和 5年) 2,005,274 226,617 11.5 1,091,987 55.6 646,903 32.9 369,558 18.8

注）各年10月1日現在
   総数には年齢不詳を含む。
   昭和25年から令和２年までは国勢調査結果による。

割合⼈⼝総数 15歳未満 割合 15-64歳 割合 65歳以上



9 

 

 
さらに進む少子・高齢化 

 
人口の年齢構成の特徴を表す年齢構造指数の推移をみると、年少人口指数は昭和 25 年（1950 年）以

降出生率の低下を反映して急速に低下し、昭和 45 年（1970 年）には 34.0 となり、第２次ベビーブーム
（1971〜74 年）で若干上昇したものの、再び低下を続け、令和５年は 20.8 となっています。 

一方で、老年人口指数は一貫して上昇を続け、令和５年は 59.2 となっています。 
従属人口指数は、15〜64 歳人口の増加により低下傾向でしたが、昭和 50 年（1975 年）以降は、15〜

64 歳人口の減少傾向と 65 歳以上人口の増加により上昇に転じ、令和５年は 80.0 となっています。 
なお、人口の高齢化を示す老年化指数をみると、昭和 60 年（1985 年）から令和２年（2020 年）にか

けて急速に上昇し、令和５年には 285.5 となっています。（図４） 
 

図４ 年齢構造指数の推移（昭和 25 年(1950 年)〜令和５年(2023 年)） 
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（参考） 本県の年齢各歳別⼈⼝ピラミッド （令和５年 10 月 1 日現在） 

 

  

歳
人
口

（歳）

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 2002468101214161820

０

５

20

30

35

15

25

10

65

60

80

70

85

75

40

（千⼈）

55

50

45

90

95

100以上

74〜76歳
昭和22〜24年の
第１次ベビーブーム

57歳
昭和41年のひのえうま

49〜52歳
昭和46〜49年の
第２次ベビーブーム

男 女

84歳
日中戦争の動員による
昭和13〜14年の出生減

歳
以
上
⼈
⼝

65

65歳以上⼈⼝

15〜64歳⼈⼝

15歳未満⼈⼝

～

歳
⼈
⼝

15

64

15
歳
未
満
⼈
⼝

77,78歳
終戦前後における出生減



11 

 

 
６５歳以上人口割合は、７６市町村で２５％以上 

 
年齢３区分別人口割合を市町村別にみると、15 歳未満人口割合が最も高いのは南箕輪村で 15.3％、

15〜64 歳人口割合が最も高いのは川上村で 64.2％となりました。 
一方、65 歳以上人口割合が最も高いのは天龍村で 61.9％となり、75 歳以上の人口でみると４村で

30％を超えています。（表５、図５） 
 

 

表５ 年齢３区分別⼈⼝割合の高い市町村・低い市町村 

 

 

 

 

 

 

  

順位 順位 順位 （うち75歳以上）
市 町 村 割合(%) 市 町 村 割合(%) 市 町 村 割合(%) 市 町 村 割合(%)

1 南 箕 輪 村 15.3 1 川 上 村 64.2 1 天 龍 村 61.9 1 天 龍 村 43.2
2 豊 丘 村 13.7 2 南 箕 輪 村 61.1 2 栄 村 57.1 2 栄 村 34.8
3 宮 田 村 13.3 3 南 牧 村 59.8 3 根 羽 村 52.2 3 売 木 村 31.9
4 高 森 町 13.2 4 松 本 市 59.3 4 筑 北 村 48.1 4 根 羽 村 30.0
5 小 布 施 町 13.0 5 御 代 田 町 59.3 5 阿 南 町 47.8 5 阿 南 町 29.3
6 喬 木 村 12.7 6 塩 尻 市 58.9 6 売 木 村 47.8 6 筑 北 村 28.9
7 北 相 木 村 12.6 7 山 形 村 57.1 7 小 川 村 46.1 7 大 鹿 村 28.1
8 佐 久 市 12.6 8 諏 訪 市 56.9 8 木 祖 村 45.7 8 麻 績 村 27.9
9 阿 智 村 12.5 9 ⻑ 野 市 56.9 9 信 濃 町 45.3 9 小 川 村 27.6

10 山 形 村 12.5 10 上 田 市 56.8 10 麻 績 村 45.1 10 泰 阜 村 26.9

68 山 ノ 内 町 8.2 68 小 川 村 45.7 68 ⻑ 野 市 31.5 68 軽 井 沢 町 17.7
69 小 川 村 8.2 69 大 鹿 村 45.0 69 箕 輪 町 31.4 69 佐 久 市 17.7
70 上 松 町 8.2 70 木 祖 村 44.9 70 南 牧 村 31.1 70 東 御 市 17.1
71 信 濃 町 8.1 71 筑 北 村 44.7 71 山 形 村 30.4 71 塩 尻 市 16.7
72 根 羽 村 8.0 72 泰 阜 村 44.5 72 宮 田 村 30.1 72 松 本 市 16.6
73 木 曽 町 7.9 73 阿 南 町 43.6 73 塩 尻 市 29.4 73 南 牧 村 16.5
74 筑 北 村 7.2 74 売 木 村 42.7 74 松 本 市 28.6 74 山 形 村 16.3
75 栄 村 6.5 75 根 羽 村 39.7 75 御 代 田 町 28.3 75 御 代 田 町 14.9
76 天 龍 村 5.6 76 栄 村 36.4 76 川 上 村 26.5 76 川 上 村 14.2
77 王 滝 村 5.0 77 天 龍 村 32.5 77 南 箕 輪 村 23.6 77 南 箕 輪 村 12.8
- 県 計 11.5 - 県 計 55.6 - 県 計 32.9 - 県 計 18.8

注）令和５年10月１日現在

～～

15〜64歳⼈⼝ 65歳以上⼈⼝15歳未満⼈⼝

～ ～

順位

～
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図５ 市町村別 75 歳以上人口割合の状況 
     令和５年 10 月１日現在 
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３ 自然動態 
 

自然増減数  △１万７,２３９人    前年比  △１,０５３人 
 

令和５年中の自然動態をみると、出生者数が 1 万 1,339 人で、前年に比べ 935 人減少し、死亡者数は
2 万 8,578 人で、前年に比べ 118 人減少しています。 

昭和 30 年（1955 年）以降の自然増減数の推移をみると、昭和 41 年（1966 年）の「ひのえうま」の
大きな減少を除き、増減が繰り返されたのち、第２次ベビーブーム（1971〜74 年）により増加傾向とな
っていましたが、それ以後急速に減少傾向となっています。また、平成 16 年（2004 年）に死亡者数が
出生者数を上回る自然減に転じてからは、20 年連続で自然減となり、確認可能な昭和 28 年（1953 年）
以降、出生者数は過去最少、死亡者数は過去最多となり、自然動態の減少幅は過去最大となっています。 
（図６、５ページ 表２） 
 

図６ 自然動態の推移（昭和 30 年(1955 年)〜令和５年(2023 年)） 

 
各月概ね 900 人台と少ない出生者数 

 

令和５年の各月の自然動態をみると、死亡者数は
１月のピークから増減を繰り返しながら減少した
後、８月以降は増加傾向、出生者数は年間を通じて増
減が少なくなっています。また、各月の出生者数をみ
ると、1,000 人を超えたのは５・８月のみで、11 月の
873 人は確認可能な昭和 32 年（1957 年）以降で過去
最低の数値となっており、年間を通じて出生数が少
なく、自然減の大きな要因となっています。（図７） 
 

全ての市町村が自然減 
 

自然動態を市町村別にみると、全ての市町村で自然減となっています。 
自然減少率が最も低いのは、南箕輪村の 0.07％となっています。一方、自然減少率が最も高いのは、

天龍村の 4.20％で、以下 根羽村 3.34％、阿南町 3.23％の順となっています。（６ページ 表３） 
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図７ 月別自然動態（令和５年） 
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４ 社会動態 
 

社会増減数    １,７６３人増加    前年比   １,３４９人減少 
 

令和５年中の社会動態をみると、県外（国外を含む）からの転入者数は 4 万 2,030 人で前年に比べ 747
人増加、県外（国外を含む）への転出者数は 3 万 9,742 人で前年に比べ 2,048 人増加となりました。ま
た、その他増減数（職権による記載、消除）は 525 人の減少となりました。この結果、社会増減数（転
入−転出＋その他増減数）は 1,763 人の増加となり、令和４年に続き２年連続で社会増となっています。 

昭和 60 年（1985 年）以降の社会増減数の推移をみると、バブル景気（1986〜91 年）中の平成２年
（1990 年）に転入者が転出者を上回る社会増となり、増加傾向となっていましたが、平成７年（1995
年）をピークに、それ以降増減を繰り返しながら減少傾向となり、平成 13 年（2001 年）に転出者が転
入者を上回る社会減に転じました。その後も減少傾向は続きましたが、平成 21 年（2009 年）以降は社
会減少幅が縮小傾向となり、増減を繰り返しながら令和４年に社会増に転じています。（図８、５ペー
ジ 表２） 
 
 

図８ 社会動態の推移（昭和 60 年(1985 年)〜令和５年(2023 年)） 
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日本人は１,６４２人の社会減、外国人は３，４０５人の社会増 
 

社会動態を日本人・外国人別にみると、日本人は 1,642 人の社会減、外国人は 3,405 人の社会増とな
りました。令和４年と比べると日本人は 1,575 人の減少、外国人は 226 人の増加となりました。 

さらに令和元年（2019 年）以降の社会動態をみると、日本人は転入者数が増加傾向となり、社会減少
幅が大幅に縮小しています。外国人は令和２〜４年にかけて新型コロナウイルス感染症拡大防止のため
に行われていた入国制限等の影響により、転入者数・転出者数が大幅に減少し、社会減少となりました
が、入国制限が解除された令和４年３月以降、国外からの転入者数が増加し、令和４〜５年は社会増と
なっています。 

令和５年の社会増減数を新型コロナウイルス感染症拡大前の令和元年と比較すると、日本人の減少幅
は 2,435 人縮小、外国人の増加幅は 1,416 人拡大しています。 
 

表６ 日本⼈・外国⼈別社会動態の推移（令和元年(2019 年)〜令和５年(2023 年)） 

 
 

３２市町村で社会増、４５市町村で社会減 
 

社会動態（県内移動を含む）を市町村別にみると、32 市町村で社会増、45 市町村で社会減となって
います。 

社会増加率が最も高いのは、白馬村の 4.92％で、以下、野沢温泉村 4.38％、御代田町 2.80％の順とな
っています。一方、社会減少率が最も高いのは、売木村の 2.51％で、以下 大鹿村 2.39％、南相木村 2.05％
の順となっています。（６ページ 表３） 
 
  

社会増減 転入 転出 その他
増減

社会増減 転入 転出 その他
増減

(a -b + c) a b c (a -b + c) a b c

令和元年(2019年) △ 4,077 26,921 31,475 477 1,989 11,402 7,994 △ 1,419

令和２年(2020年) △ 677 27,732 29,192 783 △ 1,763 5,955 6,243 △ 1,475

令和３年(2021年) △ 834 27,830 29,095 431 △ 926 5,429 5,493 △ 862

令和４年(2022年) △ 67 29,426 29,904 411 3,179 11,857 7,790 △ 888

令和５年(2023年) △ 1,642 28,514 30,591 435 3,405 13,516 9,151 △ 960

令和５年と令和４年の差 △ 1,575 △ 912 687 24 226 1,659 1,361 △ 72

注）各年１〜12月の年間合計数・増減数

年   次

外国⼈日本⼈
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日本人は３月は転出超過、４月以降は転入超過が４か月続く 
外国人は 11 月を除き、年間を通して転入超過が続く 

 

令和５年の各月の社会動態を日本人・外国人別にみると、日本人は就学や就労等による異動が多
い３月から４月にかけて、転入者数、転出者数がともに多く、３月は転出者数が転入者数を上回る
転出超過となりましたが、４月から７月までの４か月間と 10 月、12 月は転入超過となりました。 

外国人は転入者数が３月から６月と 12 月に多く、転出者数が３月と 10 月から 11 月に多くなっ
ています。この傾向は佐久地域の農業従事者による転入者数の増加（３月から６月）と転出者数の
増加（10 月から 11 月）、白馬エリアや野沢温泉エリアのスノーリゾート関連の就労者による転入
者数の増加（12 月）と転出者数の増加（３月）によるものと推察され、４月と 12 月に大きく転入
超過となり、11 月には転出超過となっています。 
 

図９ 月別社会動態（令和５年）※その他増減除く 
 

 
転入者数は国外、転出者数は東京都が最も多い 

 
転入者の従前地をみると、国外が 25.3％で最も多く、次いで東京都が 15.2％、以下、神奈川県、埼玉

県、愛知県、千葉県の順になっています。 
転出者の転出先をみると、東京都が 18.7％で最も多く、次いで国外が 17.0％、以下、神奈川県、埼玉

県、愛知県、千葉県の順になっています。従前地の 33.8％、転出先の 39.2％が東京圏（東京都、神奈川
県、埼玉県、千葉県）となっています。（表７） 
 

 
  

日本⼈ 外国⼈ 

従 前 地 総数（⼈） 構成比(%) 転 出 先 総数（⼈） 構成比(%)
1 国 外 10,652 25.3 東 京 都 7,423 18.7
2 東 京 都 6,377 15.2 国 外 6,763 17.0
3 神 奈 川 県 3,217 7.7 神 奈 川 県 3,241 8.2
4 埼 玉 県 2,628 6.3 埼 玉 県 3,075 7.7
5 愛 知 県 2,609 6.2 愛 知 県 2,923 7.4
6 千 葉 県 1,991 4.7 千 葉 県 1,848 4.6
7 群 馬 県 1,213 2.9 群 馬 県 1,372 3.5
8 新 潟 県 1,213 2.9 新 潟 県 1,232 3.1
9 静 岡 県 1,036 2.5 大 阪 府 1,194 3.0
10 大 阪 府 1,019 2.4 静 岡 県 1,114 2.8
- そ の 他 10,075 24.0 そ の 他 9,557 24.0
- 合 計 42,030 100.0 合 計 39,742 100.0

順位
転     入     者 転     出     者

表７ 都道府県別移動者割合（令和５年） 
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転入者数、転出者数ともに２０歳〜２４歳が最も多い 

 
年齢５歳階級別の社会動態をみると、転入者は 20〜24 歳が 9,493 人（22.6％）で最も多く、次いで

25〜29 歳 8,126 人（19.3％）、30〜34 歳 4,826 人（11.5％）の順となっており、転出者数は 20〜24
歳が 10,548 人（26.5％）で最も多く、次いで 25〜29 歳 7,963 人（20.0％）、30〜34 歳 4,433 人
（11.2％）の順となっています。また、増減をみると、転入超過は 35〜39 歳が 690 人で最も多く、以
下 40〜44 歳 481 人、30〜34 歳 393 人の順となっています。一方、転出超過は 15〜19 歳及び 20〜24
歳のみとなっており、それぞれ 864 人、1,055 人となっています。 

日本人の社会動態をみると、転入者数は 20〜24 歳が 5,279 人（12.6％）で最も多く、次いで 25〜
29 歳 4,363 人（10.4％）、30〜34 歳 2,824 人（6.7％）の順となっており、転出者数は 20〜24 歳が
8,249 人（20.8％）で最も多く、次いで 25〜29 歳 4,995 人（12.6％）、15〜19 歳 2,931 人（7.4％）の
順となっています。また、増減をみると、転入超過は 35〜39 歳が 438 人で最も多く、以下 60〜64 歳
368 人、40〜44 歳 348 人の順となっています。一方、転出超過は 20〜24 歳が 2,970 人で最も多く、
以下 15〜19 歳 1,650 人、25〜29 歳 632 人の順となっています。（表８） 
 
 
 

 
 
 
  

表８ 年齢５歳階級別社会動態(県外移動)（令和５年） 

日本⼈ 総数 
増減

a 
（⼈）

構成比
（％）

b
（⼈）

構成比
（％）

a-b
（⼈）

1,676 4.0 1,322 3.3 354
1,152 2.7 871 2.2 281

625 1.5 579 1.5 46
2,417 5.8 3,281 8.3 △ 864

う ち 18 〜19 2,083 5.0 2,927 7.4 △ 844
9,493 22.6 10,548 26.5 △ 1,055

う ち 22 〜23 4,617 11.0 5,410 13.6 △ 793
8,126 19.3 7,963 20.0 163
4,826 11.5 4,433 11.2 393
3,299 7.8 2,609 6.6 690
2,369 5.6 1,888 4.8 481
1,948 4.6 1,630 4.1 318
1,670 4.0 1,402 3.5 268
1,246 3.0 904 2.3 342

993 2.4 601 1.5 392
730 1.7 435 1.1 295
515 1.2 381 1.0 134
324 0.8 312 0.8 12
621 1.5 583 1.5 38

42,030 100.0 39,742 100.0 2,288計

60〜64
65〜69
70〜74
75〜79
80以上

35〜39
40〜44
45〜49
50〜54
55〜59

10〜14
15〜19

20〜24

25〜29
30〜34

年齢階級
（歳）

転入者数 転出者数

0〜4
5〜9

増減
a 

（⼈）
構成比
（％）

b
（⼈）

構成比
（％）

a-b
（⼈）

1,577 3.8 1,235 3.1 342
1,074 2.6 824 2.1 250

552 1.3 529 1.3 23
1,281 3.0 2,931 7.4 △ 1,650

う ち 18 〜19 1,059 2.5 2,623 6.6 △ 1,564
5,279 12.6 8,249 20.8 △ 2,970

う ち 22 〜23 2,841 6.8 4,307 10.8 △ 1,466
4,363 10.4 4,995 12.6 △ 632
2,824 6.7 2,771 7.0 53
2,357 5.6 1,919 4.8 438
1,865 4.4 1,517 3.8 348
1,695 4.0 1,411 3.6 284
1,503 3.6 1,227 3.1 276
1,129 2.7 804 2.0 325

915 2.2 547 1.4 368
686 1.6 386 1.0 300
485 1.2 366 0.9 119
313 0.7 299 0.8 14
616 1.5 581 1.5 35

28,514 100.0 30,591 100.0 △ 3,543計

60〜64
65〜69
70〜74
75〜79
80以上

年齢階級
（歳）

転入者数 転出者数

0〜4
5〜9

10〜14
15〜19

20〜24

25〜29
30〜34
35〜39
40〜44
45〜49
50〜54
55〜59
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２０〜２４歳の⼥性の転出超過が最も多い 

 
社会動態を男女別にみると、転入者数、転出者数ともに男性が多くなっています。増減をみると、

男性の 2,003 人増加に対して、女性が 285 人増加となっており、男性の転入超過が大きくなっていま
す。年齢５歳階級別にみると 15〜19 歳では男女ともに転出超過となっていますが、20〜24 歳、25〜
29 歳の２区分については、女性のみ転出超過となっており、特に、20〜24 歳の女性の転出超過が
1,103 人で最も多くなっています。 

日本人の社会動態を男女別にみると、転入者数、転出者数ともに男性が多くなっています。増減を
みると、男性の 548 人減少に対して、女性が 1,529 人減少となっており、男性より女性の転出超過が
大きくなっています。年齢５歳階級別にみると 15〜19 歳、20〜24 歳、25〜29 歳の３区分について
は、男女ともに転出超過となっていますが、特に、20〜24 歳の女性の転出超過が 1,799 人で最も多く
なっています。（表９） 
 
 
 

 
 
 
 
  

表９ 年齢５歳階級別社会動態(県外移動・男女別)（令和５年） 

総数 日本⼈ 

男 女 男 女 男 女
890 786 688 634 202 152
614 538 458 413 156 125
332 293 290 289 42 4

1,326 1,091 1,731 1,550 △ 405 △ 459
うち18〜19 1,135 948 1,572 1,355 △ 437 △ 407

5,678 3,815 5,630 4,918 48 △ 1,103
うち22〜23 2,768 1,849 2,896 2,514 △ 128 △ 665

4,786 3,340 4,616 3,347 170 △ 7
2,823 2,003 2,685 1,748 138 255
1,861 1,438 1,537 1,072 324 366
1,352 1,017 1,100 788 252 229
1,140 808 906 724 234 84

958 712 820 582 138 130
685 561 533 371 152 190
594 399 349 252 245 147
431 299 263 172 168 127
283 232 181 200 102 32
144 180 147 165 △ 3 15
206 415 166 417 40 △ 2

24,103 17,927 22,100 17,642 2,003 285

増減（⼈）

40〜44
35〜39
30〜34
25〜29

20〜24

15〜19

年齢階級
（歳）

10〜14
5〜9
0〜4

転入者数（⼈） 転出者数（⼈）

60〜64
55〜59
50〜54
45〜49

計
80以上
75〜79
70〜74
65〜69

男 女 男 女 男 女
847 730 642 593 205 137
573 501 438 386 135 115
297 255 267 262 30 △ 7
769 512 1,553 1,378 △ 784 △ 866

うち18〜19 636 423 1,412 1,211 △ 776 △ 788
3,127 2,152 4,298 3,951 △ 1,171 △ 1,799

うち22〜23 1,683 1,158 2,299 2,008 △ 616 △ 850
2,368 1,995 2,661 2,334 △ 293 △ 339
1,481 1,343 1,533 1,238 △ 52 105
1,266 1,091 1,084 835 182 256
1,051 814 876 641 175 173
1,000 695 799 612 201 83

879 624 739 488 140 136
634 495 488 316 146 179
553 362 319 228 234 134
407 279 238 148 169 131
270 215 174 192 96 23
141 172 141 158 0 14
204 412 165 416 39 △ 4

15,867 12,647 16,415 14,176 △ 548 △ 1,529

年齢階級
（歳）

転入者数（⼈） 転出者数（⼈） 増減（⼈）

0〜4
5〜9

10〜14
15〜19

20〜24

25〜29
30〜34
35〜39
40〜44
45〜49

75〜79
80以上

計

50〜54
55〜59
60〜64
65〜69
70〜74



19 

 

５ 広域市町村圏別人口 
 

⻑野地域と松本地域に総人口の約４７％が集中 
 

令和６年１月１日現在の人口を広域市町村圏別にみると、最も多いのは⻑野地域の 520,112 人
（26.0％）、次いで松本地域 417,777 人（20.9％）、佐久地域 201,925 人（10.1％）の順となっていま
す。 

令和５年中の人口増減数をみると、全地域で減少しており、人口増減率でみると、木曽地域は△2.14％
と、減少率が最も高く、次いで北信地域△1.34％、飯伊地域△1.24％の順となっています。（表 10） 

 
表 10 広域市町村圏別⼈⼝と⼈⼝増減の状況 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
１５〜６４歳人口割合が高い松本地域、６５歳以上人口割合が高い⽊曽地域 

 
年齢３区分別人口割合を広域市町村圏別にみると、15 歳未満人口割合は飯伊地域の 12.2％が、15〜

64 歳人口割合は松本地域の 58.1％が、65 歳以上人口割合は木曽地域の 44.2％がそれぞれ最も高くなっ
ています。（表 11） 

表 11 広域市町村圏別・年齢３区分別⼈⼝ 

 
 

⼈  ⼝   （⼈） 割  合  （％） 年 齢 構 造 指 数

75歳以上 75歳以上
佐 久 203,758 23,655 110,886 66,280 36,526 11.8 55.2 33.0 18.2 21.3 59.8 81.1 280.2
上 小 189,856 21,535 105,559 60,567 33,991 11.5 56.2 32.3 18.1 20.4 57.4 77.8 281.2
諏 訪 189,007 20,857 102,836 63,418 37,929 11.1 55.0 33.9 20.3 20.3 61.7 82.0 304.1
上 伊 那 176,047 20,823 96,117 56,117 32,246 12.0 55.5 32.4 18.6 21.7 58.4 80.0 269.5
飯 伊 149,947 18,133 78,371 52,209 30,160 12.2 52.7 35.1 20.3 23.1 66.6 89.8 287.9
木 曽 23,896 2,016 11,223 10,491 6,044 8.5 47.3 44.2 25.5 18.0 93.5 111.4 520.4
松 本 418,245 48,819 239,034 123,839 71,079 11.9 58.1 30.1 17.3 20.4 51.8 72.2 253.7
大 北 54,213 5,174 27,883 20,494 11,790 9.7 52.1 38.3 22.0 18.6 73.5 92.1 396.1
⻑ 野 521,073 57,394 279,188 163,868 93,395 11.5 55.8 32.7 18.7 20.6 58.7 79.3 285.5
北 信 78,743 8,134 40,555 29,543 16,330 10.4 51.8 37.8 20.9 20.1 72.8 92.9 363.2
県 計 2,005,274 226,617 1,091,987 646,903 369,558 11.5 55.6 32.9 18.8 20.8 59.2 80.0 285.5
注） 1 県計と各地域の推計方法が異なるため、各地域の計と県計は一致しません。
   2 ⼈⼝総数には、年齢不詳を含みます。

地 域

（令和５年10月1日現在）

総数 15歳未満 15〜64歳 65歳以上 15歳未満 15〜64歳 65歳以上 年少⼈⼝ 老年⼈⼝ 従属⼈⼝ 老年化

令和5年1月1日 令和５年中
⼈⼝（⼈） 割合(％) ⼈⼝（⼈） 増減数(⼈) 令和５年中 令和４年中 令和３年中 令和２年中 令和元年中

佐 久 201,925 10.1 202,637 △ 712 △ 0.35 △ 0.17 △ 0.36 △ 0.14 △ 0.38
上 小 189,414 9.5 190,961 △ 1,547 △ 0.81 △ 0.72 △ 0.71 △ 0.77 △ 0.85
諏 訪 188,604 9.4 190,277 △ 1,673 △ 0.88 △ 0.74 △ 0.92 △ 0.82 △ 0.83
上 伊 那 175,648 8.8 177,169 △ 1,521 △ 0.86 △ 0.67 △ 0.72 △ 0.79 △ 0.61
飯 伊 149,564 7.5 151,441 △ 1,877 △ 1.24 △ 1.14 △ 1.20 △ 1.23 △ 1.15
木 曽 23,748 1.2 24,268 △ 520 △ 2.14 △ 2.38 △ 2.03 △ 2.29 △ 2.55
松 本 417,777 20.9 419,889 △ 2,112 △ 0.50 △ 0.27 △ 0.50 △ 0.40 △ 0.43
大 北 54,901 2.7 55,096 △ 195 △ 0.35 △ 0.49 △ 1.49 △ 2.51 △ 0.96
⻑ 野 520,112 26.0 524,483 △ 4,371 △ 0.83 △ 0.76 △ 0.70 △ 0.58 △ 0.66
北 信 78,908 3.9 79,979 △ 1,071 △ 1.34 △ 1.38 △ 1.51 △ 1.87 △ 1.18
県 計 2,000,991 100.0 2,016,467 △ 15,476 △ 0.77 △ 0.64 △ 0.75 △ 0.73 △ 0.70
注1）県計と各地域の推計方法が異なるため、各地域の計と県計は一致しません。
注2）各広域市町村圏に含まれる市、郡名
  佐久地域 ： 小諸市、佐久市、南佐久郡、北佐久郡 木曽地域 ： 木曽郡
  上小地域 ： 上田市、東御市、小県郡 松本地域 ： 松本市、塩尻市、安曇野市、東筑摩郡
  諏訪地域 ： 岡谷市、諏訪市、茅野市、諏訪郡 大北地域 ： 大町市、北安曇郡
  上伊那地域：伊那市、駒ヶ根市、上伊那郡 ⻑野地域 ： ⻑野市、須坂市、千曲市、埴科郡、上高井郡、上⽔内郡
  飯伊地域 ： 飯田市、下伊那郡 北信地域 ： 中野市、飯山市、下高井郡、下⽔内郡

⼈⼝増減率の推移（％）地 域 令和６年１月１日現在
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県内移動は同一地域、県外移動は関東地方との移動が多い 

 
従前地別の移動者割合をみると、県内移動では、上小、木曽、大北、北信地域を除き、同一地域内の

移動が最も多く、佐久、上伊那、飯伊地域の３地域で 50％を超える状況となっています。 
県外移動では、木曽地域が東海地方から、飯伊、大北、北信地域が国外からの移動が最も多くなって

いる他は、いずれの地域も関東地方からの移動が最も多くなっています。（図 10） 
 

図 10 従前地別移動者数及び割合  
（県内移動)

（県外移動)

 （県外各域区分）
北  海  道 ：  北海道
東 北 地 方 ：  ⻘森県、岩⼿県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
関 東 地 方 ：  茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
北 陸 地 方 ：  新潟県、富山県、石川県、福井県
東 海 地 方 ：  岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
近 畿 地 方 ：  滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
中 国 地 方 ：  鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山⼝県
四 国 地 方 ：  徳島県、香川県、愛媛県、高知県
九州・沖縄地方 ：  福岡県、佐賀県、⻑崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県
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主要数値表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

推計⼈⼝ 2,016,467
男 985,725
女 1,030,742

自然増減数 △ 17,239
男 △ 8,197
女 △ 9,042

11,339
5,864
5,475

28,578
14,061
14,517

社会増減数 1,763
総 数 △ 15,476

男 △ 6,596 転入−転出 2,288
女 △ 8,880 男 2,003

女 285

24,103
17,927

39,742
22,100
17,642

そ の 他 △ 525
1,117
1,642

推計⼈⼝ 2,000,991
男 979,129
女 1,021,862

令和６年１月１日現在

42,030
 男 
 女 

県外への転出
 男 
 女 

県外からの転入

女

令和５年 年間増減数

職権記載
職権消除

⻑野県毎月⼈⼝異動調査結果   （単位：⼈）

死亡
男

令和５年１月１日現在

出生
男
女

⼈⼝（⼈） 割合（％） ⼈⼝（⼈） 割合（％） ⼈⼝（⼈） 割合（％）
2,005,274 100.0 981,745 100.0 1,023,529 100.0

226,617 11.5 116,322 12.1 110,295 11.0
1,091,987 55.6 557,758 58.1 534,229 53.1

646,903 32.9 285,383 29.7 361,520 35.9
う ち 75 歳 以 上 369,558 18.8 150,816 15.7 218,742 21.7

注）総数には年齢不詳を含みます。

15 歳 未 満
15 〜 64 歳
65 歳 以 上

年 齢 構 成
（令和５年10月１日現在）

区      分

総 数

合  計 男 女



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統計表（令和５年） 
  



 

 

 















































































































 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付表（時系列統計表等） 
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